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平成３１年度予算編成方針

Ⅰ  現在の経済情勢と本市の財政状況について

現在の我が国の経済情勢は、アベノミクスの推進により、雇用・所

得環境の改善が続く中で、緩やかに回復している。有効求人倍率は１．

６倍と１９７４年以来４４年ぶりの高さとなる一方、失業率は２．２％

と１９９２年以来２５年ぶりの低さとなるなど、雇用情勢は着実な改

善が続いている。所得環境についても、２％程度の高い賃上げが４年

連続で実現し、最低賃金が５年連続で大幅な上昇となるなど、雇用の

改善もみられる。

政府は、この持続的な経済成長を成し遂げるためには、少子高齢化

への対応が不可避であるとし、「生産性革命」と「人づくり革命」を

車の両輪として、少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、「新

しい経済政策パッケージ」を平成２９年１２月８日に閣議決定し、そ

の実現へ取り組んでいるところである。

なお、経済の先行きについては、雇用・所得環境の改善が続く中で、

各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されている

が、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響等に留意すると

ともに、全国各地で起きている豪雨や平成３０年９月に発生した北海

道胆振東部地震などが経済に与える影響にも十分留意する必要がある

としている。

本市の財政状況は、平成２９年度の決算において、財政構造の弾力

性を示す経常収支比率は９７．０％となり、市税等の収入の伸びなど

により前年度より１．３ポイント改善したものの、扶助費等の義務的
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経費は増加しており、本市の財政状況は依然として、硬直している状

態である。   

 今後の将来推計においても、扶助費等の社会保障関連経費の増、公

債費の増などの経常経費の増が見込まれており、引き続き財源の確保

及び歳出の削減に努めていかなければならない。なお、市債の中でも

事業債は、ハード事業を実施する上で、年度間調整と後年度負担を考

慮するための必要な財源であり、将来の過度な負担とならないよう慎

重かつ計画的な発行に努める必要があるが、地方交付税として交付さ

れるべき財源の不足分を補填するために発行する臨時財政対策債の残

高は年々増加しており、市債発行額増加の原因となっているところで

ある。  

財政の健全化については、健全性を判断する指標である、健全化判

断比率に注意して財政運営を行っており、健全化判断比率の一つであ

る実質公債費比率は、平成２９年度決算では０．５％と前年度より０．

１ポイント上昇したものの、早期健全化基準である２５％を下回って

おり、また将来負担比率は、平成２９年度決算では３４．７％と、早

期健全化基準である３５０％を大きく下回っている。市債の発行にあ

たっては、後年度の財政負担が過大にならないよう、引き続き慎重に

運用を行うとともに、今後の施設の老朽化等に対応するため、財政調

整基金等の基金の増嵩を図ることが必要となっている。  

 

Ⅱ  前 倒 し 要 求 結 果 に つ い て 

平成３１年度の予算編成に向けて、財源不足を早期に把握し、財源

調整を図るため、全ての経費について前倒し要求を実施した。結果は
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以下のとおりである。  

１  歳入について  

（１）市税について  

   本市の歳入の根幹をなす市税については、直近の税制改正及び

平成２９年度の決算の状況から、 前年度と比較して増収を見込

んだ。  

（２）地方交付税について  

   国の経済財政運営の基本指針「骨太の方針」では、「平成３１

年度の地方税や地方交付税などの地方の一般財源の総額につい

ては、平成３０年度の地方財政計画の水準と同水準を確保する」

ことが明記されたところであるが、一方で、臨時財政対策債の発

行額を圧縮する方針を出していることなど、地方交付税制度の先

行きは不透明である。  

（３）その他の歳入について  

   国・県支出金等については、従前の例にこだわることなく、積

極的に関係団体と協議し、財源を確保するなどの取組みが必須で

ある。  

 

２  歳出について  

歳出については、実施計画に位置づけられた事業をベースに予算を

編成することを基本とするが、女性の社会進出や国の少子化対策・子

育て支援政策などに対応し、待機児童の解消に向け最優先で取り組ま

なければならなくなったことや、国が新たに進める少子化対策の一つ

である幼児教育の無償化への取り組みが必要となるなど、社会情勢の
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変化への対応も進めていかなければならない。  

また、扶助費等の社会保障関連経費は恒久的に増加しているととも

に、先行して取り組んだ大型事業の実施などより公債費も増加してお

り、義務的経費の増大は避けられない状況となっている。  

なお、消費税については、平成３１年１０月より消費税率の引き上

げが見込まれており、一定の歳出増を見込んでいる。  

以上のことから、現時点では約２４億円の収支不足が生じている状

況である。  

 

Ⅲ  予 算 編 成 の 基 本 方 針 

このような厳しい財政状況の中であっても、市民生活に深く関わる

さまざまな課題等に、全庁をあげて対応していかなければならないこ

とから、平成３１年度予算編成の基本方針は次のとおりとする。  

平成３１年度は、第４次実施計画の２年目となり、基本構想に定め

た政策目標・施策目標の達成のため、市民サービスの充実を図るとと

もに、優先事業とされる待機児童対策や市民生活にとって特に重要で、

かつ緊急性が高い事業を着実に実施していかなければならない。  

 しかしながら、前述のとおり、前倒し要求の時点で財源不足が生じ

ており、実施計画に採択された事業であっても実施できないおそれが

あるなど、厳しい予算編成とならざるを得ない。  

そのため、財源については前述のとおり、積極的な財源確保に努め

ることはもちろんのこと、第４次実施計画に採択された事業において

も、各部局において、業務計画、事務事業評価及び業務棚卸評価に基

づき、緊急度、優先度を踏まえた事業選択を徹底するとともに、再度
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事業の効率化・適正化を図ることが必要である。  

また、市民ニーズに即した施策の展開を視野に入れ、「時代に即し

た行政経営の基本方針２０１７（Ｃ３成長加速化方針）」に基づく事

業の縮減・統合についても再検討するとともに、民間委託への推進な

ど地方交付税に影響を与える国のトップランナー方式の平成３１年度

の導入を見据えた業務改革を行い、また、事業手法についても見直し、

さらに後年度への先送りも検討するなど、職員一人ひとりが、今一度

財政状況をしっかりと再認識し、さらにコスト意識を持ち、これまで

以上に全庁的な視点を持って、予算編成作業にあたることが必要であ

る。  

予算査定においても上記の方針を基にした、厳しい査定になること

を理解願いたい。  

 

Ⅳ  予 算 編 成 手 法 に つ い て 

平成３１年度予算編成においては、第一次経費、第二次経費ともに、

一件査定を実施する。  

１  第一次経費及び第二次経費について  

前倒し要求にあたっては、第４次実施計画において採択された調整

後の事業費が上限であることを示したが、現状において、財源不足額

が生じている。  

そのため、実施計画（調整後）を上限とし、再度事業費を精査する

とともに、削減を検討すること。各課かいにおいては、業務計画、事

務事業評価及び業務棚卸評価との整合を図り、既存の事務事業に固執

することなく、事務事業の優先度を的確に把握し、取捨選択を行った
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上で、予算を編成するものとする。  

また、当初予算において、事業費への一般財源の充当を機械的に枠

内におさめ、年度途中で不足額を生じさせたり、国庫支出金等の特定

財源を過大に見積もり、歳入欠陥を生じさせたりすることがないよう

十分留意し、さらに計上する科目については、年度の途中で科目更正

のないよう留意すること。  

なお、財政状況が厳しい中、第４次実施計画で採択されていない事

業及び庁議を経ていない事業の要求は、原則認めない。  

また、上限額以内で要求された事業についても、査定により削減す

ることがあることを、承知されたい。  

 

Ⅴ  予算編成にあたっての留意事項 

１  年間予算の編成  

   事務事業の計画的な執行を図るため、適切に年間予算を編成する

こと。編成にあたっては、平成２９年度の決算状況及び平成３０年

度の予算執行状況を踏まえること。  

 

２  歳入に関する事項  

   歳入の見積もりにあたっては、社会経済情勢の動向、過去の実績

等を精査・分析し、地方財政計画や地方行財政に関する国の制度改

正の動向等の情報収集に努めるとともに、それにかかわる財源を正

確に捕捉し、当初予算に的確に反映させること。  

  特に、制度の変更が生じることが予想されるものについては、関

係機関との連絡を密にし、遺漏のないよう努めること。  
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  （１）市  税  

市税収入については、新たな増減要因が判明した場合は、確実

に当初予算に反映させること。また、引き続き適正な賦課、徴収

に努めるとともに、より一層の収納率の向上に取り組むこと。合

わせて保険料など税外収入を所管する部局とも緻密な連携を図

りながら、自主財源の確保に努めること。  

  （２）分担金及び負担金  

国庫補助基準等がある場合は、その基準を考慮するとともに、

受益者負担の原則に基づき、受益と負担のバランスの適正化を図

ること。  

  （３）使用料及び手数料  

維持管理経費等を含めたトータルコストを考慮し、受益者負担

の割合を適正に設定し、その水準を検討すること。  

なお、指定管理者制度と利用料金制度を合わせて導入した場

合、施設の利用料金は指定管理者の収入となることから、詳細な

事項については、行政改革推進室と協議すること。  

  （４）国・県支出金  

国・県支出金等については、関係機関との連絡を密にし、最新

の情報を積極的に収集すること。また、交付要綱等を精読し、補

助対象を的確に把握すること。平成３０年度も当初の歳入予算に

満たない事業が見受けられたことから、現状の国・県支出金等の

確保を関係機関に積極的に強く働きかけるとともに、交付率も考

慮し、当初予算に適切な額を反映すること。  
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 （５）市  債  

市債については、償還が及ぼす将来の財政負担を考慮し、慎重

な運用に努めること。  

 

３  歳出に関する事項  

（１）人件費  

義務的経費である人件費については、効率的・効果的な行政経

営をめざし、経営改善方針に位置付けた総人件費の適正化という

視点から、職員数の適正化を図っている。  

平成３１年度においても、各部局において、職員の負担の軽減

や時間外勤務手当をはじめとする人件費の抑制を行うため、業務

の効率化を進めるとともに、再任用職員、非常勤嘱託職員、臨時

職員等の適正な活用に取り組むこと。  

（２）扶助費  

扶助費については、現在の社会情勢に合った事業への再構築、

社会的かつ時代的にも使命を終えたと判断される事業の廃止や

抜本的な見直しを行うなど、扶助費の増加は財政硬直化の大きな

要因となっていることから抑制に努めること。  

（３）補助金・負担金  

補助金については、「茅ヶ崎市における補助金等の見直しにつ

いて」で示した基準及び「時代に即した行政経営の基本方針２０

１７（Ｃ３成長加速化方針）」に基づき見直しを行った上で、支

出の必要性や補助金の適正額を精査すること。       

なお、各種行政協議会等の負担金については、前年度に引き続
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き削減、廃止に努めること。  

（４）消費税増税  

平成２８年１１月に消費税法の一部が改正され、平成３１年１

０月より消費税率の引き上げが見込まれている。予算要求に際し

ては、必要な消費税増税分を的確に見込むこと。ただし、消耗品

及び備品については、増税前に購入し、経費削減を図ることは当

然であるから、増税分の要求は原則認めない。  

（５）予算の繰越  

年度内の事業の完了が見込めず、繰越する事業が近年増加  し

ており、議会等でも指摘されている。よって、年度内に完了する

よう事業の進捗管理を徹底するとともに、事業規模等の見直しを

図り、予算規律を順守すること。特に地権者をはじめ、関係機関

等との調整を要する事業については、早期に調整を図ること。  

（６）債務負担行為等  

新たな債務負担行為等を設定し、または変更を要する事業につ

いては、将来の財政負担や財政健全化法に基づく将来負担比率へ

の影響を考慮する必要があるため、設定する限度額の基となる事

業計画の圧縮を図ること。  

（７）土地の先行取得  

実施時期が確定していない事業用地の先行取得は、原則認めな

い。  

（８）９月議会で行われた決算審査における事業評価の結果並びに事

務事業評価及び業務棚卸評価の結果については、部局内で十分な

協議を行った上で反映させること。  
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４  特別会計及び公営企業会計の予算要求について  

本市の厳しい財政状況を考慮し、各特別会計に対する繰出金・負担

金については、可能な限り一般会計への負担の軽減を図ること。  

そのため、事務事業の必要性や効果の観点から絶えず見直しを行

い、経営改善の徹底に努めること。  

また、制度改正の時期など、常に最新の情報を取り入れるよう努め

ること。  

 （１）国民健康保険事業  

平成３０年度国保制度改革における保険者努力支援制度に対

応し、収納率の向上対策、特定健診受診率の向上対策、診療報酬

明細書点検事業など、１２の指標の達成に努め、一般会計への負

担軽減に努めること。  

  （２）後期高齢者医療事業      

一般会計からの繰入金の対象となる経費の内容や保険料収入

額など、歳入歳出ともに精査し、的確な予算要求を行うよう努め

ること。  

  （３）介護保険事業  

介護保険事業については、「第７期茅ヶ崎市高齢者福祉計画・

介護保険事業計画」と整合性を図り、計画的かつ円滑な事業運営

に努めること。  

 （４）公共用地先行取得事業  

既に借り入れた市債の償還に要する経費を適切に算定するこ

と。なお、新規事業については、事業費を的確に見積もり、必ず

庁議決定を経て、予算要求すること。  
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  (５）公共下水道事業  

下水道整備については、「茅ヶ崎市下水道整備計画」に基づき

事業量を精査するとともに、国庫補助金の動向を見極め、財源の

確保に努めること。また、経営の合理性・能率性を発揮し、健全

な事業経営に努めること。  

なお、既設管路等の維持管理費の増加に対しては、施設の現状

を踏まえ、事業手法を的確に選択し、経費負担の抑制に努めるこ

と。また、受益者負担金については、負担公平の観点から適正な

徴収に努めること。  

  （６）病院事業  

病院事業については、平成２９年３月に策定した「茅ヶ崎市立

病院経営計画」に基づき、より一層経営の健全化に努め、一般会

計が負担すべき経費が軽減できるように努めること。  

５  その他  

予算要求書作成に関しては、「平成３１年度経費区分基準表」、「平

成３１年度当初予算要求書作成要領」及び「予算要求基準」に基づく

こと。  

11




